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1.　はじめに

日本海は平均水深が約 1,600 m，日本列島と極東ユー
ラシアで囲まれた閉鎖性の高い縁辺海であり，150 m以
浅の 4つの海峡を通してのみ外海と接続している。それ
ゆえ，日本海の中深層水は大洋から完全に孤立し，その
水温と塩分の変化レンジは極端に狭く，日本海固有水
（Japan Sea Proper Water : JSPW）と呼ばれている。
Fig. 1（a）は海底地形図（Fig. 1b）に中抜き白丸で示した
SM3903（水深は 3,653 m）において，気象庁が 2003年 10
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日本海深層における近慣性周期 
Gyroscopic Waveの海底反射＊

越後 友利果 1＊＊・伊藤 海彦 2・磯田 豊 1

要　旨

近慣性周期の内部波は，密度成層が弱くなるほど，地球回転ベクトルの水平成分 Ω cos φ
（φは緯度，Ωは自転角速度）の影響が無視できなくなる。特に，日本海深層の底層水（Bot-
tom Water）のように，浮力振動数（N）がほぼ零となる均一流体内に存在できる波は Gy-
ro-scopic Wave（GsW）とも呼ばれる慣性波（ inertio wave）に限られる。しかし，これま
で GsWの存在を支持する観測的証拠は得られていない。そこで，本研究では GsWを含む
内部慣性重力波の線形理論解析を行った。その分散関係からは，南方へエネルギー伝播す
る近慣性周期の GsWが海底で反射する際，入射波の鉛直低波数から反射波の鉛直高波数
へと非対称な伝播経路（Ray path）を示すことがわかった。Polarization relationからは，
北半球の場合，反射波の水平流速楕円（真の流速楕円の水平面射影）がほぼ真円の時計回
りであるのに対し，入射波の水平流速楕円は時計回りから反時計回りへ遷移する，という
興味深い特性も明らかになった。これらの理論的知見と数値モデルを用いた GsWの再現
実験を根拠として，我々は海底近傍に設置された係留系の流速記録が示す特徴の中に，
GsWの海底反射を示唆する証拠をみつけることができた。

キーワード :  日本海の底層水，近慣性周期の波，Gyroscopic Wave（GsW）， 
係留系の流速記録，数値モデル実験
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Fig. 1　(a) Vertical profile of buoyancy frequency (N) computed from the potential density (Fig. A1b) observed 
at SM3903 in October, 2003 by the Japan Meteorological Agency. Its CTD cast down to the bottom is shown by 
an open white circle in (b). fs denotes the local inertial frequency. Deep stratification is feeble, especially N～ 0 
at the Bottom Water (BW). (b) Bottom topography around the Japan Sea with three isobaths of 400 m (black; 
N～ 10fs), 1,000 m (red; N～ 4fs) and 1,800 m (blue; N～ 2fs). BW Areas deeper than 2,600 m (N～ fs) and 3,500 m 
are highlighted by gray and black, respectively. Closed yellow circles of St.8 and St.7 show the sites of mooring 
in September 1997 and May 1998 by the Japan Coast Guard. Locations of the Japan Basin (JB), Yamato Basin 
(YB), Yamato Risc (YR), Ullecung Basin (UB), Tsushima/Korean Strait (TKs), Soya Strait (Sys), Hokkaido (HK), 
Honshu (HS), Korean peninsula (Kp) and Russia (RS) are shown.
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月に実施した CTD（Conductivity-Temperature-Depth）
によるポテンシャル水温・塩分データを用いて計算した
浮力振動数 Nの鉛直プロファイル（観測深度は 3,648 db
まで）である。なお，付録Aにおいて，SM3903が日本
海盆を代表する観測点であること，この鉛直プロファイ
ルの計算方法及び 2,600 db以深の鉛直均一なポテンシャ
ル水温を根拠に，N～0が推測されることを示した。図
中の赤縦線は，観測緯度 φ＝42.5°Nのコリオリパラメー
タの鉛直成分 fs＝2Ω sinφ＝9.85×10-5 s-1（Ωは地球の
自転角速度，慣性周期は約 17.7時間）を指標として，fs・

2fs・4fs・10fsとなる成層強度（N）の値である。400 db
以深のJSPWはN<10fsで成層が非常に弱く，特に，2,600
～2,800 db 以深は密度が鉛直的にほぼ均一な N～0とな
り，底層水（Bottom Water: BW）と呼ばれている（Ga-
mo and Horibe, 1983）。SM3903の場合，BWの厚さは
1,000 m近くにもなり，このような底層の密度均一水の形
成は，日本海で高い値をもつ地殻熱流量による海底加熱
が原因と考えられている（例えば，Park et al. , 2013；
Matsuno et al. , 2015；荘司ほか，2015；植田・磯田，
2022）。Fig. 1（b）の海底地形図に示した等深線は，N～
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2fsとなる水深 1,800 dbを青実線，N～4fsとなる水深
1,000 dbを赤実線，N～10fsとなる水深 400 dbを黒実線
で示し，本論の研究対象である BWが存在する 2,600 db
以深（N～ fs）の広範囲な領域を灰色（濃い灰色は
3,500 db以深）で強調した。
重力方向と回転軸が平行な場合で fs<Nの成層条件の

とき，回転系の線形内部波（内部慣性重力波）が存在で
きる周波数 σは，fs<σ<Nの範囲に制限される（Gill, 
1982）。よって，Fig. 1（a）のような弱成層状態にある日
本海中深層域において，上方から下方へ伝播する内部波
は N＝ fs（深度 2,600 db付近）がボトルネックとなり，そ
れ以深には侵入できない。さらに，それ以深の BW内部
では，復元力の浮力が働かず，内部波自体が存在できな
い。しかし，この初等的な考察に反し，日本海の係留系
流速観測結果からは，BW内を含む深層域で最も卓越し
た流速変動は近慣性周期帯にあることが報告されている
（例えば，Takematsu et al. , 1999a, b；Mori et al. , 2005；
Senjyu et al. , 2005）。

BW内で近慣性周期の流速変動が卓越できる物理的な
理由を提示した既往の研究には二つある。一つはWata-
nabe and Hibiya（2018）により提示された，表層の密度
躍層に捕捉された回転系長波の内部波としての解釈であ
る。彼らは冬季日本海の風強制で駆動される静水圧近似
の多層MITgcm（Massachusetts Institute of Technolo-
gy general circulation model）のモデル結果が，表層密
度躍層を内部境界面とした回転系 2層モデルでも良く再
現できることから，BW内の近慣性周期の流速変動は
Evanescentな近慣性応答と考えている。もう一つは伊藤
ほか（2019）により提示され，コリオリパラメータの水
平成分（または地球回転ベクトルの水平成分）fc＝2Ω 
cosφを考慮すれば，N～0となる BW内でも存在できる
Gyro-scopic Wave（慣性波の一種であり，以下，GsWと
略す）を想定した解釈である。この GsWの名称は，LeB-
lond and Mysak（1978）の海洋物理学の教科書で初めて
登場した。しかし，この fc成分を考慮した研究は世界的
にも少なく，理論解析では Gerkema and Shrira（2005）
のレビュー論文，大気現象では対流圏界面付近の慣性重
力波に対する fcの効果について，線形理論（ただし，
fs<Nの弱成層条件）とラジオゾンデ資料解析から検討し
た Yasuda and Sato（2013），海洋観測では係留流速観測

により西部地中海の N～0領域に GsWの存在を示唆し
た Haren and Millot（2004）があるにすぎない。
紹介した二つの解釈は，いずれも数値モデル結果や線
形理論をもとにした可能性の提示に留まり，現実の観測
データを基に検証した研究ではない。そこで，本論の 2
節では海上保安庁によって一年弱の期間，N～0の BW
内に係留された 2地点 2層の流速資料を解析し，近慣性
周期変動の経時変化が示す流速楕円の回転方向や楕円形
状，上下層の位相差等の特徴を整理した。そして 4節の
日本海深層域を模した数値実験では，その特徴が後者の
GsWの海底反射として説明されることを示す。しかし，
一般的な海洋物理学の教科書において，コリオリパラ
メータの水平成分 fcを考慮した波動理論はほとんど紹介
されていない。それゆえ，両節の間の 3節において，fs

と fcの両成分を考慮した線形理論を独自に展開し，本実
験の考察に用いた内部慣性重力波（GsWを含む）の周波
数存在範囲，近慣性波の入射波と反射波で異なる非対称
な伝播経路（Ray path），さらに成層に応じた流速楕円
（水平面射影）の形状変化を導出する。

2.　BW内の海底近傍における近慣性流速変動

2.1.　解析流速資料

解析した流速資料は，JODC（Japan Ocean Data Center）
のWeb site（https://www.jodc. go.jp/jodcweb/JDOSS/
index_j.htm）に登録されている流速データの中で，流速
計の設置水深が日本海の BW内（2,600 m以深）にあるも
のを選択した。この条件を満たす同じ観測期間の流速資
料には，Fig. 1（b）に黄色丸印で示した 2地点があった。
両地点の流速資料は，日本海における人工放射性核種の
3次元分布とその動態調査のために，海上保安庁によっ
て計測された 1997年 9月 13日 15時から 1998年 5月 9
日 15時までの毎時データである（福島・小嶋，2011）。
よって，測点番号はその動態調査の番号を使用し，水深
3,650 m の北緯 41度 26.7分，東経 137度 25.7分にある
測点を St.7，水深 3,680 mの北緯 43度 00.4分，東経 137
度 30.8分にある測点を St.8とする。係留系は海底からの
立ち上げ方式で，上から浮体，2台 2層の流速計（アーン
デラ社 RCM-8），切り離し装置，シンカーで構成され，



Fig.2 Echigo 

𝑢𝑢 (EW-comp.) 

9 10 11 12 1 2 3 4 5 
1997 1998 

𝑣𝑣 (NS-comp.) 

+5 

-5 

0 

(cm s-1) 

+5 

-5 

0 

(cm s-1) 

(a) Raw velocity (8b+50) 

9 10 11 12 1 2 3 4 5 
1997 1998 

(b) Near-inertial band-passed velocity (8b+50) 

𝑢𝑢 (EW-comp.) 

𝑣𝑣 (NS-comp.) 

+5 

-5 

0 

(cm s-1) 

+5 

-5 

0 

(cm s-1) 

Spectral analysis period 

50 100 150 200 (days) 

50 100 150 200 (days) 

50 100 150 200 (days) 

50 100 150 200 (days) 

Fig. 2　(a) Time series of raw velocity for EW and 
NS components (u ,v) of 8b+50, whose nota-
tion means the data of 50 m high above the sea 
bottom at the mooring site of St. 8. (b) Same as (a), 
but for “near-inertial” band-passed velocity using 
the Harmonic Analysis Band-pass (HAB) filter 
shown in Fig. 3b (Kuroda et al. , 2003).
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観測層は両地点ともに海底上 50 mと 100 mの 2層であ
る。よって，各測点 2層の計 4つの流速データの解析と
なり，本論では各データを区別するため，例えば，St.7
の海底（bottom）上 50 mのデータは「7b＋50」（同様に，
7b＋100，8b＋100，8b＋50）と表記する。

2.2.　近慣性周期変動の抽出方法

本節では St.8b＋50の流速データを用いて，BW内で
は近慣性周期が卓越していること，その周期帯の変動を
抽出する方法について説明する。Fig. 2（a）は流速記録
の東西成分 uと南北成分 vの生時系列である。この時系
列の中で比較的振幅が大きかった期間を含む，11月 2日
23時から 4月 22日 14時までの 4,096個（時間）のデータ
を用いて計算した回転スペクトル（FFT法）がFig. 3（a）
である。時計回り（反時計回り）の回転成分を青（赤）実
線で表示し，St.8の観測緯度における慣性周波数 fs（＝
9.92×10-5 s-1）とその 2倍と 3倍の周波数，潮汐の主要 4
大分潮であるK1・O1・M2・S2（～2Ω：Ωは地球の角速度）
の各周波数を緑縦線で示した。St.8b＋50で最も卓越し
ている変動は周波数 1.005fsの近慣性周期であり，その周
期帯との非線形相互作用を示唆する 2fsや 3fsの周波数付
近にも小さなピークがみられる。日本海の潮汐は小さい
ことが知られており，確かに，4大分潮付近にはピークが
みられない。一般に，近慣性周期変動では，円形の流速
楕円となる水平振動流が支配的となる場合が多く，北半
球では時計回り成分が極端に卓越する。ところが，St.8b
＋50の近慣性周期では反時計回り成分にも時計回り成
分と同程度のピークがみられ，これは流速楕円が扁平型
となっていることを示す。ここでは示さないが，St.8b＋
100の卓越周波数も同じ 1.005fs，St.7の両層の卓越周波
数はともに 1.024fs（ただし，fs＝9.63×10-5 s-1）であり，
いずれも扁平した慣性周期の流速楕円を示唆するスペク
トル解析結果を示した。
卓越した近慣性周期の変動を抽出するために，本研究

では HAB（Harmonic Analysis Band-pass）法を使用し
た（黒田ほか，2003）。HAB法とは移動平均と同様，時
間方向にある解析幅 Lを移動させながら，最小二乗法に
よる調和解析（振幅と位相）を使って任意の周期変動を
抽出するバンドパス法である。本解析では近慣性周期の
変動を抽出することが目的なので，抽出する中心周期を

T＝18時間（St.7と St.8の慣性周期，18.13時間と 17.60
時間のほぼ中間値），調和解析幅を L＝37時間に設定し，
この設定値の周波数応答関数（Response function）を
Fig. 3（b）に示した。これをみると，周期 18時間近傍の
変動振幅をほとんど減少させずに抽出できることがわか
る。K1・O1の応答関数は約 0.5となり，変動の振幅の半
分程度が残ってしまうが，実際には日周潮変動は卓越し
ていない（Fig. 3aを参照）ため，抽出されるデータへの
影響は小さい。M2・S2及び 2fs・3fsの応答関数はほぼ
零である。この HAB法によりバンドパスされた慣性周
期変動の各流速成分の時系列を Fig. 2（b）に示した。上
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に，東西・南北の両成分毎の調和定数（振幅と位相）の
時系列データも得られる。すなわち，東西と南北の両流
速成分をそれぞれ u, vとすると，調和解析結果の振幅値
ua, vaと位相 αu, αvから，近慣性周期変動の流速楕円の
経時変化を描くことができる。そこで，b＋50は赤色表
示，b＋100は青色表示とし，St.8は Fig. 4に，St.7は
Fig. 5において，両図の（a）に振幅値　ua2＋va2の時系
列を示した。これらの振幅変化をみると，緑縦線を境界
として St.8はA～ G記号の 11期間の擾乱，St.7はA～
F記号の 8期間の擾乱に区分することができる。各区分
の変化具合を連続した流速楕円として表示したものが，
バンドパス時系列データを用いて作成した（b）のホドグ
ラフである。両図の（c）は b＋100の位相から b＋50の
位相を差し引いた位相差 ∆αの時系列である。なお，上
下層のどちらかの振幅値が 1 cm s-1（流速計の測定限界）
以下の場合は，∆α値の信頼性が低いと考え，1 cm s-1以
下の場合は×印，それ以上の場合は黒丸印として区別し
た。

St.8と St.7の両方に共通した特徴は，次の①～④にま
とめられる。両図の（a）から①海底に近い b＋50（赤色
表示）の振幅値が b＋100（青色表示）よりも大きい傾向
を示し，②その振幅値の経時変化の定性的な様子は両層
でよく似ていることがわかる。この特徴②は同地点の両
層では近慣性周期変動を発生させた同じ擾乱を捉えてい
ること，海底に近いほど大振幅となる特徴①は，両層間
の振幅差や位相差（後述）を海底エクマン境界層内の変
化では説明できないことを示す。現実の海底エクマン境
界層の厚さは，50 m以内の数 10 m程度と推測される。
ここでは楕円率（長軸と短軸の振幅比で，正値は反時計
回り）の経時変化図は示さないが，振幅の大きな b＋50
は b＋100に比べて楕円率は－1（真円の時計回り）に近
く，b＋100の楕円率は 0～－0.5の範囲にある場合が多
い。それゆえ，両図のホドグラフ（b）をみても，③ b＋
100（青色表示）の方が b＋50（赤色表示）よりも扁平な楕
円形状を示している。これは回転スペクトル解析の結果
とも矛盾しない。両図の（c）から，④振幅値が 1 cm s-1

以上の時期の位相差 ∆α（黒丸印）をみると，b＋100（上
方）が b＋50（下方）よりも常に先行し，上下層間の深度
差がわずか 50 mにもかかわらず，St.8は＋側の 0° ～ 90°
の範囲，St.7も＋側の 0° ～ 40° の範囲となる位相差を示

段の生データ（Fig. 2a）にみられた周期変動のほとんど
はバンドパス時系列に残っており，これからも近慣性周
期の変動の卓越が確認される。

2.3.　近慣性周期変動のバンドパス時系列

HAB法はバンドパスされた時系列（Fig. 2b）と同時
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している。これは，水平流速が逆位相（180°）となる鉛
直スケールが数 100 m以内にあり，鉛直高波数の近慣性
流（近慣性周期の鉛直シアー流）を推測させる。
また，St.8と St.7の振幅値の経時変化の様子は似てお

らず（両図の（a）を比較），少なくとも，南北方向に約
170 km離れた両地点は同じ擾乱を同時には捉えていな
い。それゆえ，ここでは地点毎に，St.8は 11区分（Fig. 
4），St.7は 8区分（Fig. 5）の近慣性周期変動の差異につ
いて記述する。St.8で最も振幅の大きかった区分 Eの時
期，b＋50の流速楕円は円形に近いものの，b＋100は
北東┉南西方向に長軸をもった楕円形である。振幅が比
較的大きく，同様な楕円形状は区分Aと Gにもみられ
る。区分 Bと Dは b＋50と b＋100がほぼ同振幅の時
期であり，両層ともに扁平が大きな流速楕円（楕円率は
－ 0.5付近）であり，長軸方向のバラツキも大きい。区分
Cは全体的に振幅が小さいものの，唯一，b＋50の振幅
が b＋100よりも小さい時期である。この時期の振幅値
は 0近傍にあるため，信頼性は低いものの，反時計回り

の近慣性流も存在している。区分 F1～ F5は連続して 5
回程度出現した擾乱であり，b＋100の振幅が極端に小
さく，約半月周期で楕円形状の近慣性流（楕円率は－ 0.5
～－ 1.0）が b＋50のみで卓越している。St.7は St.8のよ
うに異なる特徴を有する擾乱区分ではなく，共通した特
徴として提示した特徴①～③が，半月から一か月の間隔
で繰り返されているようにみえる。

3.　 fSと fCの両成分を考慮した内部慣性重力波
の線形理論

3.1.　「非慣習的な f平面」で記述される波動伝播の特異性

地球回転系の成層流体では，鉛直方向の運動方程式に
おけるコリオリパラメータの水平成分項（（A3b）式の左
辺第 2項，以下，fc項）が浮力項（（A3b）式の右辺第 1
項）に比べて十分に小さいと考えられており，一般の教
科書では慣習的に fc＝0と仮定されることが多い。よっ
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うことになり，これが Gyroscopicな波（GsW）と呼ばれ
る所以である。慣習・非慣習に依らず，回転系の成層場
（N≠ 0）に存在する波動は，内部慣性重力波（ Internal 
inertio gravity wave）と呼ばれる。「非慣習的な f平面」
の内部慣性重力波の場合，重力方向と回転軸（自転軸）
が斜めに交差した 2つの復元力（浮力とコリオリ力）に支
配されるため，3.2節以降で議論するように，その伝播特
性は特異なものとなる（Fig. 6b）。なお，緯度 φ＝90° の
北極点や任意の緯度でも真に東西伝播であれば，鉛直 z
軸と回転軸が一致するようになり，fc項が消えることで
「慣習的な f平面」で記述される内部慣性重力波（もしく
は慣性波）の解へ漸近する。

3.2.　波の分散関係と周波数存在範囲

波数ベクトルの水平伝播方向を東方向から反時計回り
に角度 θ（θ＝0°は西方伝播，θ＝90°は南方伝播）として，
任意の方位角度 θへ伝播する水平波数を KH，鉛直波数
をm，周波数を σとすると，fs・fcの両成分を考慮した
内部慣性重力波の分散関係式は次式となる（導出方法は
付録 Bを参照）。

て，この fc＝0の仮定は「慣習的な近似（Traditional ap-
proximation）」とも呼ばれる。ところが，均一流体（弱
成層流体）内では浮力項が零（極微）となるので，fc項は
小さくとも無視できなくなる。Gerkema and Shrira
（2005）は基礎方程式の段階で，fc＝0を仮定した座標系
のことを「慣習的な f平面（Traditional f-plane）」と呼
ぶことで，その仮定をしない座標系を「非慣習的な f平
面（Non-traditional f-plane）」とした。
本節では「非慣習的な f平面」の波が特異な伝播にな

ることを理解するために，座標軸に対する波動伝播面
（波数 kと群速度 Cgの方向）のポンチ絵を Fig. 6に描い
た。まず，fc＝0を仮定した「慣習的な f平面」では成
層の有無に関わらず，重力加速度 gの方向である鉛直 z
軸と Ω sinφの回転軸は一致する。ところが，日本海で N
～0となる BWのように，中緯度で N＝0となる均一流
体内（浮力は零）の「非慣習的な f平面」では，緯度 φ
の鉛直 z軸と北極向きの回転軸（自転軸）Ωは交差する
（Fig. 6a）。この回転軸を図中の yz座標系で表現するた
めには，fcと fsの両方を考慮しなければならない。すな
わち，fc≠ 0で N＝0の慣性波（ Inertio wave）を記述し
ようとすれば，北極方向に斜めに傾いた波動伝播面を扱
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	 σ2＝
（ fsm＋ fcKHsinθ）2＋N2KH2

KH2＋m2  （1）

この（1）式において，θ＝0° または 180° の東西伝播を仮
定した分散関係式は

	 σ2＝
fs2m2＋N2KH2

KH2＋m2  （2）

となり，真に東西伝播する場合のみ fc項が消え，最初か
ら fc＝0を仮定した「慣習的な f平面」の波と同じ分散
関係式になる。また，（1）式で N＝0の非成層流体を仮
定すると

	 σ2＝
（ fsm＋ fcKHsinθ）2

KH2＋m2  （3）

となり，これが日本海の BW内に存在し得る GsWの分
散関係式である。
伊藤ほか（2019）は（1）式を水平と鉛直の波数比 KH/m

の 2次方程式（付録 Dの（A17）式）とみなし，波動解
（（A18）式）の実数解が存在する（判別式が正）という条
件のもと，解の存在範囲として最小周波数 σminと最大周
波数 σmaxを求めた。彼らが提示した解を引用し下記に
示す。

σmin＝ （ 1
2（（fs2＋fc2sin2θ＋N2） 

－（（fs2＋fc2sin2θ＋N2）2－（2fsN）2）½））½ （4）

σmax＝ （ 1
2（（fs2＋fc2sin2θ＋N2） 

＋（（fs2＋fc2sin2θ＋N2）2－（2fsN）2）½））½ （5）

σminと σmaxの間が波動解の周波数存在範囲である。こ
こでは北緯 42度（St. 8と St. 7の中間緯度），θ＝0°（ま
たは 180°）の東西伝播（青線），θ＝90° の南方伝播（赤
線），θ＝45°（または 135°）の南東┉北西または南西┉北東
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伝播（桃色）の 3つの水平伝播方向を想定し，Fig. 7（b）
の縦軸に成層強度 N＝0～4fs，横軸に σmin（N）と σmax 
（N）の周波数を表示した。図中上段にある白抜きの下向
き矢印は，観測のスペクトル解析から得られた近慣性波
の周波数（σ＝1.005～1.024fs）である。他の緑縦線は，
Fig. 3（a）にも表示した近慣性周波数の倍潮（2fs・3fs），
主要 4大分潮（K1・O1・M2・S2），そして 2Ωである。
比較のため，fc＝0とした「慣習的な f平面」における同
図を Fig. 7（a）に示すが，水平伝播方向 θによる相違は
全くない。これは慣習的な近似における f平面本来の性
質である。

Fig. 7（a）の灰色領域は「慣習的な f平面」における
波（ fc＝0）の周波数存在範囲である fs<σ<N（ただし，
N< fsの弱成層では N<σ< fs）を示し，その境界線は

Fig. 7（b）の青線で表示した「非慣習的な f平面」の東
西伝播（θ＝0°）解と一致する。東西伝播する波に対して
は，下方へエネルギー伝播する波（下向き矢印表示）に
とって N＝ fsがボトルネックとなるため通過できず，近
慣性波は勿論のこと，fs<σの波は全て N＝0の BW内
へ侵入できない。山内ほか（2015）は，この N＝ fsでは
鉛直方向の浮力振動流と水平方向の慣性振動流が合体し
た振動解（ fN振動）を提示している（Fig. 7aの中抜き赤
丸印）。ところが，東西伝播以外の波（ fc≠ 0）では南方
伝播に近づくほど（θ→ 90°），N＝ fsのボトルネックが
大きく開く。そして南方伝播（θ＝90°）では近慣性波を
含め，fs<σ<2Ωの波の BW内への侵入が可能となる。
また，θ＝90° の BW内（N＝0）では，理論上，周波数
σ＝0～2Ωの GsWが存在可能である。
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3.3.　近慣性波のエネルギー伝播経路

前節で議論した周波数存在範囲（Fig. 7）では，上方か
ら入射した波が N＝0の BW内へ侵入可能か否かは判断
できるものの，どのような経路で入射し，BW内の海底
でどのように反射しているのかはわからない。そのよう
なエネルギー伝播経路（Ray path）は，（1）式の分散関
係式から群速度を計算し，その方向を示す特性曲線から
知ることができる。その曲線を描くために，観測された
日本海の浮力振動数（N）の鉛直プロファイル（Fig. 1a）
を模して，1,000 m以深の浮力振動数（N）を理想的に指
数関数で減少させ，2,600 m以深で N＝0を設定した
（Fig. 8a）。そして，この浮力振動数（N）を海底（深度
3,000 m）の密度 27.348 kg m-3から鉛直積分し，日本海

深層域 JSPWを模した密度成層（Fig. 8b）を得た。水平
と鉛直方向の群速度 Cghと Cgvは（1）式の両辺の平方根
をとり，水平波数 KHと鉛直波数mで両辺をそれぞれ偏
微分することで，以下のように得られる。

Cgh＝
∂σ
∂KH
＝ －m（KH2＋m2）- 3

2  ｛（fsm＋fcKHsinθ）2 

＋N2KH2｝- 1
2×｛（fs2－fc3sin2θ－N2）KHm 

＋（KH2－m2）fsfcsinθ｝ （6）

Cgv＝
∂σ
∂m
＝ KH（KH2＋m2）- 3

2  ｛（fsm＋fcKHsinθ）2 

＋N2KH2｝- 1
2×｛（fs2－fc3sin2θ－N2）KHm 

＋（KH2－m2）fsfcsinθ｝ （7）

まず，両群速度の相違は－mと KHだけなので，群速度
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Fig. 9　Ray paths for a wave whose properties vary with vertical coordinate z under the model stratification in 
Fig. 8. The paths are those that would be followed by a particle traveling at the local group velocity Cg＝(Cgh, 
Cgv), as shown in Fig. 10. As initial conditions, wave packets are situated at L＝0 km at 1,000 m depth. (a) Case 
showing the incident/reflected near-inertial waves (σ＝1.01fs) for various propagation angles from 0° to 90°. 
Cases of (b) and (c) are the same as (a), but for the meridional southward propagation (θ＝90°) and the west-
ward propagation (θ＝0°) at different frequencies from 1.01fs to 4fs, respectively.
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と波数の内積は Cgh KH＋Cgv m＝0となり，N＝0の
GsWも含め，波数ベクトルと群速度ベクトルの直交性が
確認される。次に，北緯 42度を想定して fs＝0.976×
10-4 s-1，fc＝1.084×10-4 s-1とし，近慣性波の周波数を σ
＝1.01fsで代表させ，波の水平伝播方向 θが 10° 毎の
Ray pathを Fig. 9（a）に表示した。青線で表示した西方
伝播（θ＝0°）に限り，入射波はボトルネックとなるN＝
fs以深には侵入できず，N＝1.01fsとなる深度で反射する。
それ以外の入射波は全て N＝0の BW内まで侵入でき，
海底面で反射することができる。さらに，方位角度が西
方から少しずれた θ＝10°（Fig. 9aの緑色）であっても，
入射波と反射波の Ray pathの非対称性が大きく，入射
波は急な角度で海底に達するのに対し，反射波は非常に
緩やかな角度で海底を離脱するため，BW内に長期間存

在できることがわかる。言い換えれば，南方側へ伝播す
る近慣性周期の GsWが海底で反射する際，入射波の鉛
直低波数から反射波の鉛直高波数への変換が生じる。
異なる周波数の種々の波（σ＝1.01fs, 1.2fs, 1.4fs, 2Ω, 2fs, 

3fs, 4fsを選択）による Ray pathの相違は，南方伝播（θ
＝90°）と西方伝播（θ＝0°）を代表例として，Fig. 9の
（b）と（c）に示した。西方伝播（Fig. 9c）は「慣習的な

f平面」の波と同じ分散関係を示すので，周波数と同じ
成層強度 Nとなる深度で反射し，入射波と反射波は線対
称の Ray pathとなる。一方，南方伝播（Fig. 9b）は周波
数と同じ成層強度 Nとなる深度よりも深く侵入でき，入
射波と反射波の Ray pathには非対称性があり，周波数
σ≤2Ωの入射波から海底への到達が可能となっている。
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3.4.　KH－m波数空間における波の周波数分布

成層強度は N＝0，fs，1.1fs，2fs，4fsの 5ケース，水平
伝播方向 θは 90°，45°，10°，0° の 4ケース（a～ d）を選
択し，計 20ケースにおいて縦軸が鉛直波数m，横軸が
水平波数 KHの周波数分布を Fig. 10（Ray pathと同じ北
緯 42度を想定）に示した。周波数の色分けは fs値より高
周波数側（Super-inertial領域）を赤色濃淡，低周波数側
（Sub-inertial領域）を青色濃淡で表示し，太緑線が近慣
性周期の周波数 σ＝1.01fsの波数ベクトルである。その
近慣性周波数に直交し，高周波数側に向かう群速度の方
向が Ray path（Fig. 9）となるので，ここでは南下する波
の群速度に注目して，白抜き矢印で上方からの入射波，
灰色矢印で海底からの反射波の方向を表示した。
成層が比較的強い N＝4fsでは a～ dの 4ケースの差

異は小さいものの，成層が弱くなるほど差異が顕著とな
り，N＝0の GsWの領域では全く異なる周波数分布を示
す。Fig. 10（d）の西方伝播（θ＝0°）は「慣習的な f平面」
の波と同じなので，m＝0及び KH＝0を挟んで周波数分
布は線対称となり，入射角度と反射角度の大きさは同じ
で，近慣性波は N≤ fsの深度に存在できない。一方，代
表として Fig. 10（a）の南方伝播（θ＝90°）をみると，成
層が弱くなるにつれて下向きの入射角度が急激に大きく
なりながら，入射波は海底まで達する。海底で反射した
後，その反射波は成層が N＝0～4fsでいくら変化しても
緩やかな角度を保つため，Figs. 9（a）と（b）の Ray 
pathでもみたように，上方へ戻り難いことが理解される。

3.5.　近慣性波の入射波と反射波の流速楕円

「非慣習的な f平面」の近慣性波の場合，Fig. 10に示
したように成層が弱くなると，入射波の波数ベクトル K→ 
は鉛直方向（m軸）から水平方向に大きく傾く。理論上，
流速ベクトル U→＝（u, v, w）は波数ベクトル K→＝（k, l, 
m）と直交するので（付録 Cの（A16）式），U→から描か
れる真の流速楕円も斜めに傾くことになる。しかし，係
留流速計で測定される流速は水平成分の u, vであり，鉛
直流成分 wを観測することは一般に困難である。そこ
で，付録 Cで導出した（A13）式の東西流成分 uと
（A14）式の南北流成分 vを用いて，流速楕円の水平面射
影（本論では以下，水平流速楕円と呼ぶ）を求め，観測

された水平流速データから描いた流速楕円（Fig. 4bと
Fig. 5b）に対応させることを考えた。
まず，（A13）と（A14）の両式において分母の項と圧
力 p/ρ0項は共通するので，両項の積を定数 Cとおく。
すなわち，

C＝
1

fckσ＋ i（mσ2－ fsfcl－ fs2m）
・

p
ρ0 

 （8a）

この定数 Cを用いて，u, vの分子の項を実部（添え字 r）
と虚部（添え字 i）に分けると，それぞれ次式で表わされ
る。

 ur＝（－ fcl2-fslm）×C （8b）
 ui＝kmσ×C （8c）
 vr＝（ fskm＋ fclk）×C （8d）
 vi＝ lmσ×C （8e）

ここで，（13）式と（14）式の比をとると，共通の定数で
ある Cが消去され，u/vは振幅比 Uaと位相差 αを用い
た次の複素振幅の形式で表現される。

u
v 
�＝

ur＋ iui

vr＋ ivi
＝

urvr＋uivi＋ i（uivr－urvi）
vr2＋vi2

　   ＝ Ua eiα （9）

この（9）式を整理すれば

 Ua＝
（urvr＋uivi）2＋（uivr－urvi）2

vr2＋vi2
 （10）

	 α＝tan-1（ uivr－urvi

urvr＋uivi ） （11）

が得られる。例えば，vが単位振幅 1の正弦関数で変化
したとき，それに対応した uの周期変化が（9）式から計
算され，定性的ではあるが，理論的な水平流速楕円を描
くことができる。なお，任意の水平伝播方向 θと任意の
成層強度 Nをパラメータとした具体的な計算方法につい
ては付録 Dで説明した。
近慣性周波数を σ＝1.01fsとしたときの水平流速楕円

が Fig. 11である。（a）が入射波，（b）が反射波であり，
成層強度 N＝0～4fsと水平伝播方向 θ＝0°～90° の範囲
で選んだ値は，Fig. 10の周波数分布図に対応させている。
各楕円に表示した矢印と破線が波の水平伝播方向（図の
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Fig. 10　To understand the ray paths in Fig. 9 and horizontal current ellipses in Fig. 11 for the near-inertial 
waves, frequency σ distributions in wavenumber space (KH, m) are used to express the dispersion relation of 
eq.(1) for the propagation angles of (a) θ＝90°, (b) θ＝45°, (c) θ＝10°, and (d) θ＝0° when N＝4fs, 2fs, 1.1fs, 1fs 
and 0. Green lines represent the wavenumber vectors at a frequency given by σ＝1.01fs. The group velocity Cg 
is a direction perpendicular to each green line in the direction of increasing frequency, as shown by one set of 
arrows. 
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上方が北側）であり，楕円の回転方向は時計回りを青色，
反時計回りを赤色で表示した。「慣習的な f平面」の波で
北半球の近慣性周期変動の場合，ほぼ円形で時計回りの
水平流速楕円（慣性振動流）になることが知られている。

そのような円形の水平流速楕円は，全ケースの反射波と
「慣習的な f平面」の波と同じ分散関係を示す θ＝0°（西
方伝播）の入射波に限られる。ところが，fc項を考慮し
た本理論では，成層強度が弱くなるほど（N→ 0），そし
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Fig. 11　Same propagation angles and same buoyancy frequencies as Fig. 10, but for the horizontal current ellips-
es at frequency σ＝1.01fs, which are divided into (a) incident wave and (b) reflected wave. These are comput-
ed from the amplitude ratio and phase difference between u and v, i.e., eqs. (10) and (11), when v＝1. The top is 
the north side, and the propagation direction is shown by an arrow. Blue and red ellipses show clockwise and 
anti-clockwise rotation, respectively. 
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て伝播方向が南方寄りになるほど（θ→ 90°），入射波の
水平流速楕円の扁平が非常に大きくなり，北半球である
にもかかわらず，反時計回りの水平流速楕円（赤色表示）
が存在できるようになる。なぜ，入射波だけが扁平した
反時計回りの水平流速楕円になるのか，その理由を N＝
0の GsWを例に付録 Eで説明した。

4.　近慣性波の海底反射を模した数値実験

3節では fc項を考慮した「非慣習的な f平面」の波が
上方から BWへ入射したとき，近慣性周期の変動であっ
ても，それに伴う水平流速楕円は大きく扁平し，入射方
位によっては反時計回りの回転になることを示した。こ
のような線形理論によって，海底近傍の観測結果から得

られた①～④の特徴（2節）がどれだけ説明し得るかを調
べるために，本節では近慣性波の海底反射を模した数値
実験を行った。

4.1.　モデルの概要

本実験に用いた数値モデルは，fs項に加えて fc項も設
定できる非静水圧で鉛直 2次元のMITgcmである。本
実験では，鉛直高波数となる GsWの海底反射波を表現
しなければならないため，鉛直格子幅は ∆z＝5 m，それ
に対応させた水平格子幅も ∆x＝25 mと小さく設定した。
それゆえ，計算コストの関係上，計算領域をあまり大き
くすることができず，水平距離は L＝10 km，鉛直距離
は 1,000 m以深の深度 D＝1,000～3,000 m範囲の矩形領
域とした（Fig. 12a）。モデルに初期設定した密度成層
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Fig. 12　(a) Meridional two-dimensional model domain (θ＝90°) shown together with the theoretical ray path at 
frequency σ＝1.01fs (red line). Green cross marks on the set of red lines denote the places where the time se-
ries of Fig. 13 is extracted, i.e., water depth D＝1,200 m (N＝4fs), 1,800 m (N＝2fs), 2,500 m (N＝ fs), 2,750 m (N
＝0), 2,900 m (b+100m), and 2,950 m (b+50m). Meridional, zonal and vertical velocities are v, u and w, respec-
tively. Periodical forcing of the meridional current component v(t) is situated at L＝0 km around 1,000 m depth 
as schematically shown in the right-hand side panel. (b)-(d) The model results for sequential patterns of 
v-component at 10Tf intervals (Tf is the inertial period).
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は，Fig. 9の Ray path 計算に使用した Fig. 8（b）の密
度プロファイルである。また，その Ray path計算（Fig. 
9a）から，最も短い水平距離で BWへ入射できる近慣性
波は，入射方位 θ＝90° の南方伝播であった。そこで，
本実験では深度 1,000 m付近の真北から南方伝播する近
慣性波（周波数 σ＝1.01fs）をモデル再現し，その理論的
な Ray pathを Fig. 12（a）に赤太線（Fig. 9bの赤線と同
じ）で表示した。モデルの上面（D＝1,000 m）はリジッ
ド・リッドを仮定して順圧重力波を削除し，D＝3,000 m
の海底面とモデル南端 L＝10 kmの鉛直壁は slip条件を
課した閉境界とした。モデル北端 L＝0 kmは上部 0～
120 mをモデル強制のための開境界，それ以深は slip条

件を課した閉境界（鉛直壁）とした。
水平及び鉛直の渦動粘性係数は Ah＝10-3 m2 s-1と Av

＝10-5 m2 s-1，水平及び鉛直の拡散係数はKh＝10-5 m2 s-1 

と Kv＝10-6 m2 s-1，コリオリパラメータは北緯 42度の fs

と fcを設定した。モデル北端の開境界では周波数 σ＝
1.01fsの近慣性波の侵入を想定し，Fig. 12右側の模式図
に示すように，上部 25 m範囲の開境界において，南北
流速成分 vの周期強制を慣性周期 Tf＝17.93時間の正弦
関数で与えた。なお，本モデルは弱成層がゆえに鉛直混
合や数値的発散が生じ易く，それをできるだけ防ぐため
の試行実験を繰り返した結果，強制 v成分の振幅は 5～
3 cm s-1の弱い鉛直シアー流，その下方の 175 m範囲
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Fig. 13　Time series of three current components (u, v, and w) at six pick-up depths shown by the cross marks 
in Fig. 12.　
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（深度 1,025～ 1,200 m）は，v, u, wの流速成分と密度 ρ
の水平勾配を零とした放射及び断熱条件が必要であっ
た。計算時間間隔は ∆t＝60 s，数値積分期間は観測結果
（Figs. 4・5）にみられた一続きの擾乱期間（半月から一
か月）を参考にして 30Tf，そして近慣性波の強制期間は
前半の 0～ 15Tfに設定した。

4.2.　モデル結果の概要

Fig. 12の（b）～（c）は 10Tf毎に表示した 30Tfまで
の南北流速成分 vの鉛直断面分布である。強制期間中の
時刻 10Tfをみると，強制域である北端上部から大振幅の
幅広い入射ビームが急角度で海底に到達し，海底に沿っ
た数本の反射ビームが出現している。これらのビーム経
路は理論的な Ray path（Fig. 12aの赤線）ともほぼ一致
し，「非慣習的な f平面」の波が本実験で再現されている
と考える。海底反射ビームは南端の鉛直壁（L＝10 km）

で反射し，その後，入射波と似た Ray pathで再び北側
上方へ戻っている。強制終了後の時刻 20Tfをみると，北
端上部からの入射ビームが次第にみえなくなり，時刻
30Tfにはほぼ消滅している。海底反射ビームも次第に消
滅しているが，その消滅の仕方は興味深い。時刻 20Tfの
海底反射ビームをみると，入射ビームが海底に接した付
近には，斜め方向に位相が傾いた微小擾乱が多数出現し
ている。この微小擾乱は南北のいずれの方向にもゆっく
りと拡がり，それに伴って海底反射ビームが消滅してい
る。時刻 30Tfになると海底反射ビームは完全に消滅し，
BW内は斜めに傾いた微小擾乱にほぼ占められている。
この斜め方向の角度は，海底面から北向き上方 42度前
後，すなわち，自転軸（北極向きの回転軸）方向である。
これらは海底反射ビームのシアー不安定に伴う GsWの 3
波共鳴によって，自転軸方向の群速度を有する低周波数
（σ～0）の GsWの発生（伊藤ほか，2019）が本実験でも
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再現されていることを示す。
流速時系列を代表する地点として，入射波の理論的な

Ray path上の 7点（Fig. 12に表示した緑十字印）を選択
した。これらはN＝4fs, 2fs, fsとなるD＝1,200 m, 1,800 m, 
2,500 mの深度，N＝0となる BW内の 3つの深度 D＝
2,750 m, 2,900 m（b＋100 mに対応），2,950 m（b＋50 m
に対応）に相当する。水平流速の東西流速成分 uを赤色，
南北流速成分 vを青色，鉛直流速成分 wを緑色で表示
し，全期間 0～ 30Tfの各時系列を Fig. 13に示した。入
射ビームの下方伝播に伴って水平流速の振幅が上層から
中層にかけて次第に小さくなり，海底反射ビームの影響
が加わる海底近傍で再び大きくなっている（深度毎に縦
軸サイズを適宜変更していることに注意）。また，入射

ビームが鉛直方向に大きく曲がり始める N＝ fs（D＝
2,500 m）の鉛直流速の振幅は，水平流速と同程度の大き
さである。海底近傍の時系列をみると，時刻 11Tf前まで
は大振幅の近慣性周期変動が明瞭であり，その後，高周
波数の振動が突如発生し，これは海底反射ビームのシ
アー不安定の発生を示す。

4.3.　近慣性周期変動の海底反射

Fig. 14は各深度の水平流速データ（Fig. 13）を用い
て，HAB法（周期 T＝18時間，解析幅 L＝72時間）で
抽出された近慣性周期の水平流速楕円を 1Tf毎にサブサ
ンプルした経時変化図である。図の上方が北側，（反）時
計回り回転を（赤）青色表示とし，観測結果では Figs. 4, 
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5のホドグラフ，線形理論では Fig. 11の水平流速楕円に
対応する。前半の強制期間（0～ 15Tf）において，入射
波が支配的な N＝4fs, 2fs, fsの水平流速楕円は，線形理
論から予測された水平流速楕円（Fig. 11aの θ＝90°）と
も矛盾しない形状変化を示す。すなわち，N＝4fsにみら
れる時計回り回転のほぼ円形から，N＝2fsの南北方向が
長軸となる扁平な楕円形へと変化し，N＝ fsでは回転方
向が反時計回りに変化した扁平楕円が多数出現してい
る。
一方，海底面に近いN＝0の底層水（BW）内では近慣
性波（GsW）の海底反射，すなわち，入射波と反射波の
重ね合わせが生じている。そこで，入射波の理論的な
Ray pathが海底に接する L＝5.1 km地点（Fig. 12を参
照）で，BWを含む深度 D＝2,500～ 3,000 mにおける鉛
直流速 wと水平流速 vの時系列（0～ 15Tfの強制期間の
み）を Fig. 15に示した。この強制期間内では近慣性周期
変動が次第に卓越し，時刻 11Tfころの海底付近から上方
へのシアー不安定（Shear instability）の発達がみられ
る。ここで，付録 Eに示した Fig. A3の北緯 φ＝42° の
分散関係（θ＝90° で N＝0の GsW）が示す波数ベクト
ル（緑太線）をみると，赤色鍋蓋印の入射波（波A）はほ

ぼ真南へ位相伝播するため，鉛直低波数の GsWで鉛直
流速 wが支配的となり，一方，青色鍋蓋印の反射波（波
B）は下方へ位相伝播するため，こちらは鉛直高波数の
GsWで水平流速 vが支配的になることが予測される。ま
ず，Fig. 15の両流速値の表示は同じレンジで描いており，
入射波に支配的な鉛直流速 wは，反射波に支配的な水平
流速 vと同じオーダであることがわかる。そして，鉛直
方向にほぼ同位相（模式的な緑太線）の鉛直流速 wから
入射波は鉛直低波数，上方から下方へ位相伝播（模式的
な下向き緑太矢印）する水平流速 vから反射波は鉛直高
波数であり，上述の理論的な予測とも矛盾しないモデル
結果が再現されている。
これらFigs. 14, 15のモデル結果から，観測結果（2節）
にみられた近慣性周期変動の特徴①～④は，GsWの海底
反射として説明される。まず，モデル強制期間を半月程
度継続する擾乱期間とみなせば，b＋50（D＝2,950 m）
と b＋100（D＝2,900 m）の継続した高振幅時期はとも
に，その期間内に出現している（Fig. 14；特徴②）。海底
に近い b＋50ほど水平流が卓越した鉛直高波数の反射波
を捉える可能性が高く，それゆえ，わずか 50 m上方に
ある b＋100よりも水平流速の振幅が極端に大きくなれ
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る（Fig. 14；特徴①）。さらに，その反射波は GsWの線
形理論では下方伝播するため（Fig. 10aもしくは Fig. 
A3），b＋100（上方）の水平流速の位相が b＋50（下方）
よりも数 10～ 90度も先行することができる（Figs. 14, 
15；特徴④）。逆に，海底から離れるほど入射波を捉える
可能性が高くなり，深度 D＝2,750 mの楕円形状も考慮
すれば，海底近傍の反射波が示す円形楕円と比べると，
上方ほど水平流速楕円の扁平は大きくなる（Fig. 14；特
徴③）。

5.　おわりに

本研究は日本海深層で N～0となる BW内で観測され
た近慣性周期変動の特徴がコリオリパラメータの水平成
分（ fc成分）を考慮した「非慣習的な f平面」の慣性波，
すなわち，GsWの海底反射としてモデル再現できること
を示した。これは上方の弱成層域から BWに侵入する内
部慣性重力波においても，fc成分が無視できないことを
示唆する。このような波の分散関係や Polarization rela-
tionの線形理論を独自に展開し，成層強度 Nに依存した
波の周波数存在範囲，近慣性波の入射波と反射波で異な
る非対称な伝播経路（Ray path）及び水平流速楕円（真
の流速楕円の水平面射影）の形状変化を調べた。その結
果，近慣性周期であっても弱成層状態にある入射波の水
平流速楕円は円形にはならず，特に，南方伝播する波の
水平流速楕円は大きく扁平し，北半球でも反時計回り回
転になることが明らかになった。水平流速楕円は円形の
時計回りであるが，鉛直方向に大きな位相変化（ゆっく
りとした下方伝播）を伴っている。これらの理論的知見
と数値モデルを用いた GsWの再現実験を根拠として，
我々は海底近傍に設置された係留系の流速記録が示す特
徴の中に，GsWの海底反射を示唆する証拠をみつけるこ
とができた。
本論の数値実験からは，鉛直高波数となる反射波のシ

アー不安定により，GsWの 3波共鳴を介して，自転軸方
向の群速度を有する低周波数（σ～0）の GsWが励起さ
れる様子も再現された。この結果は GsWが存在し得る
BW海域（日本海では Fig. 1bに灰色領域示した日本海盆
JBや大和海盆 YB）では，近慣性周期の反射波が BW内
で消滅してしまうことを示唆する。また，fの緯度変化を

許した「非慣習的な β平面」の近慣性波の線形理論
（Winters et al. , 2011）では，慣性緯度を超えて北向き方
向へ，海底に捕捉されたまま，何度も反射を繰り返す波
の存在（Critical reflection）が示唆されている。このよう
に，「非慣習的な f平面や β平面」を考慮すると，海底か
らの反射波エネルギーが上方伝播し難い状態となり，こ
の場合，波の鉛直モード構造は形成されないと考えられ
る。一方で，Senjyu and Shin（2021）は，BWが存在し
ない比較的浅い海域（Fig. 1bの白抜き領域）で観測され
た近慣性内部波の振幅の鉛直分布を「慣習的な f平面」
の入射波と反射波の重ね合わせとして説明している。日
本海深層域の近慣性周期変動が波の鉛直モードで説明で
きる海域とそうでない海域があるのかもしれない。
本論では深層域を想定した弱成層状態の「非慣習的な

f平面」の波について議論した。ところが，強成層で水
平波長の長波長領域（KH/m→ 0）においても，fc成分の
有無により内部慣性重力波の分散関係が異なる（付録 F
を参照）。「非慣習的な f平面」の波を考えれば，成層強
度 Nの大きな表層であっても，ちょうど慣性周期（σ/fs

＝1）であっても，慣性振動流の解だけではなく，南方へ
エネルギー伝播する有限波長をもつ波動解が存在でき
る。また，冬季の海面冷却等による表層混合層（N～0）
内では，本論で議論した GsWも存在できる（例えば，
Straneo et al. , 2002）。今後は，この新たな視点から，表
層付近の慣性周期帯変動を見直すことも必要と考える。
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Fig. A1　(a) Deep potential temperature profiles show the occurrence of adiabatic bottom layers, which have a 
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year and month; 〇 at SM3903) in the Japan Basin from 1997 to 2009 by the Japan Meteorological Agency. (b) 
Typical vertical profiles of potential temperature (red), salinity (blue), and potential density (green) observed 
at SM3903 in October, 2003. 
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付録A　鉛直均一なポテンシャル水温を示す底層水

Fig. A1（a）は日本海盆内の×印（7点）と〇印（1点）
の計 8地点で観測されたポテンシャル水温の鉛直プロ
ファイルである。これらのデータは本論で解析した流速
観測期間（1997～ 1998年）を含む 1997～ 2009年（13
年間）において，気象庁のWeb site（https: //www.data.
jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/vessel_obs/data-report/
html/ship/cruisedata.php?id）に登録されていた CTD観

測資料の全てであり，〇印の SM3903以外の測点番号は
観測年と観測月で表示した。例えば，1998年 7月の観測
は 3地点あり，98-7の（1）～（3）として区別している。
気象庁の CTD観測は日本の排他的経済水域内に限定

されるため，西側半分がロシア海域にある日本海盆内
（地形図の灰色・黒色領域）の観測資料は非常に少ない。
にもかかわらず，8つの水温プロファイルには共通した特
徴がみられる（SM3903のみを赤色，他は黒色表示）。そ
れは 2,600 db以深の水温値が鉛直的にほぼ同値となり，
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海底にまで至る底層水（Bottom Water：BW）の存在で
あり，その BWの層厚は最大で 1,000 mを超える。一方，
BWの上層側には弱いながらも水温成層し，BWとは区
別された深層水（Deep Water：DW）が存在している
（Gamo and Horibe, 1983）。なお，BW内の均一な水温
値は，13年間で約 0.02℃の上昇傾向を示している。

SM3903は 2003年 10月（03-10）の観測であり , 本論
で解析した流速観測 2地点（地形図に示した黄色丸印）
のほぼ中間（日本海盆の最深部付近）に位置し，それゆ
え，日本海盆の典型的な水塊構造を示す測点として選ん
だ。気象庁が使用した CTDの水温センサーは SBE3p-
lus，塩分センサーは SBE4Cであり，水温校正は SE35
（深海用標準温度計）でなされ，測定精度は 0.001℃であ
る。なお，水温値は ITS-90，塩分値は PSS-78に基づく
ものである。塩分校正に用いられたオートサリノメータ
（Guideline社）は，測定精度 0.002のAUTOSALである。
我々は水温値を ITS-90から IPTS-68へ変換し，水圧値
によりポテンシャル水温を計算した後，EOS80の状態方
程式を用いてポテンシャル密度を計算した。Fig. A1（b）
に示した 3つの鉛直プロファイルは，SM3903のポテン
シャル水温 θ（（a）と同じ赤線表示），塩分 S（青線），ポ
テンシャル密度 σθ（緑線）である。BW内及び 2,000 db
以深の DWの塩分 Sは，0.002の測定精度よりも小さな変
化しか示さず，プロファイルにみられる微細な変化は，
CTD（電気伝導度）による電気的なノイズと考えられる
（植田・磯田，2022）。このような塩分 Sの影響を受け，
ポテンシャル密度 σθにも微細な密度逆転が多数計算さ
れる。さらに，BW内の塩分 Sは下層側がわずかな低塩
化を示すため，BW内のポテンシャル密度 σθも弱い密度
逆転となるが，これは重力的に不安定である。よって，
BW底層の低塩化の現実性は判断できない，と考える。
本文中の Fig. 1（a）では，このポテンシャル密度 σθの

値を用いて，浮力振動数 Nを計算し，その鉛直プロファ
イルを示した。この計算において，微細な密度逆転の影
響（塩分 Sの電気的ノイズが主な原因）を削除するため
に，ポテンシャル密度の鉛直勾配は，深度 300 db 間隔
で最小二乗法による線形回帰直線の傾きから見積もっ
た。なお，BW内の密度勾配は弱い密度逆転のために負
の値になるが，その場合は BW内の均一なポテンシャル
水温 θを根拠として，密度が鉛直一様な N＝0として

扱った。

付録 B　 「非慣習的な f平面」の波の基礎方程式から導
出される分散関係式

x軸は東向きを正とした東西方向，y軸は北向きを正と
した南北方向，z軸は上向き正の鉛直方向とした局所直
交座標系（本文中の Fig. 6b）において，fs・fcの両項を
考慮した内部慣性重力波の東西・南北・鉛直方向の運動
方程式と連続式は下記の 4式となる。

 - + = - 1

0
 （A1）

 + = - 1

0
 （A2）

 - = - ′

0
- 1

0
 （A3a）

� + + = 0 � （A4）

ここで，tは時間，pは擾乱の圧力，ρ0（z）は基本場の
密度成層，u，v，wは x，y方向の水平流速成分と z方
向の鉛直流成分である。ρ0からの偏差を ρ'としたとき，
密度は ρ（x, y, z, t）＝ρ0（z）＋ρ'（x, y, z, t）と表され，
ここでは｜ρ'/ρ0｜≪ 1を考える。ρ0（z）の密度は dρ0/dz
＜0のとき安定成層であり，微小振幅を持つ鉛直流速 w
に伴う密度偏差 ρ'を考慮した線形近似の密度保存式は次
式になる。

 ′+ 0 = 0  （A5）

基本場の成層強度を浮力振動数 N（z）で表すと

 =（-
0

0）
1
2  （A6）

となるので，これを用いて（A5）式を変形すると

 ′ - 0
2

= 0  （A7）

となる。そこで，（A3a）式を tで偏微分し，（A7）式を
用いて浮力項を N値で表現すると次式を得る。
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2

2 - = - 1

0

2

- 2  （A3b）

以上の（A1）（A2）（A3b）（A4）の 4つの式が，fs・fcの
両成分を考慮した線形波の基礎方程式である。
いま，u, v, w, pの 4つの変数に対して，4つの基礎方
程式があるので，鉛直流速 wに関する 1つの方程式にま
とめることができる。具体的には，（A1）式を y,（A2）式
を xで交差微分すると，pの項が消去されて

 （ - ）+ + = 0    （A8a）

の渦度方程式を得る。次に，（A1）式を z, t，（A3b）式
を xで微分して両式の差をとり，pの項を消去する。同
様に，（A2）式を zと t，（A3b）式を yで微分して両式
の差をとり，pの項を消去すると，次の 2式を得る。

3

2

2

+
2

-

-

-
3

+
2

2 = 0
 
（A8b）

3

2+
2

- -
3

2 +
2

2 = 0   （A8c）

この（A8b），（A8c）式をそれぞれ x, yで微分し，両式
を足し合わせて整理し，連続式（A4）と渦度方程式
（A8a）式を用いて u, vを消去すると，下記の wのみの
方程式が得られる。

2

2 +
2

2 +
2

2

2

2 +
2

2

2 + 2
2

+ 2
2

2 + 2
2

2 +
2

2 = 0

（ ）
（ ）

 

（A8d）

波の東西方向の水平波数を k，南北方向の水平波数を l，
鉛直波数をm，周波数を σとした波動伝播解 exp｛ i（kx
＋ ly＋mz－ σt）｝を（A8d）式に代入して整理すると，
次の分散関係式を得る。

 2 = +
+ + +

+
( )2 2 ( 2 2 )

2 2 2  （A9a）

さらに，波数ベクトルの水平伝播方向を東方向から反時
計回りに角度 θとして，任意の方位角度 θで伝播する波

の水平波数を KHとすると，南北波数成分は l＝KH sinθ，
東西波数成分は k＝KH cosθと表される。よって，（A9a）
の分散関係式は波数 KHを用いると

 2=
+

++( sin )2 2 2

2 2  （A9b）

となり，本文中の分散関係式（1）が得られる。

付録 C　波の Polarization relation

基礎方程式の水平方向の運動方程式（A1）（A2）と連
続式（A4）を用いて，水平流速 uと vに関する各方程式
を擾乱の圧力 pの変数だけで表現すると

3

2

2

+ + 2

= -

-

0

2

2 -
0

2

- 1

0

3

 （A10）

-
3

2 +
2

2

= -

--

0

2

-
0

2

+ 1

0

3

 （A11）

となる。次に，水平流速 uと鉛直流速 wに関係した運動
方程式（A1）（A3b）と連続式（A4）を用いて，uを消去
してwに関する方程式を圧力 pで表現すると

4

3+ 2
2

+ 2
2

+
3

2

+ 2 +
2

=-
0

3

-
0

3

- 1

0

4

2 （A12）

となる。これらの式に波の伝播解 exp｛ i（kx＋ ly＋mz
－ σt）｝を代入して整理すると，下記の各流速成分と圧
力 pの関係式（Polarization relation）が得られる。

 =
2 +－

－－
－
+ ( 2 2 )

·
0
 （A13）

 
－－= + +

+ ( 2 2 )
·

0

 （A14）
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=
- 2- ( + )

- 3 2 ++ 2 + + －( 2 2 )
·

0
  （A15）

ここで，（A13）～（A15）式を用いて，波数ベクトル K→

＝（k, l, m）と流速ベクトル U→＝（u, v, w）の内積を計
算すると

 +・ ＝→→ + ＝ 0  （A16）

となり，fc成分を考慮しても両者は直交していることが
証明される。

付録 D　流速楕円の計算方法

（1）式の分散関係を用いて，未知数m/KHに関する式
に整理すると

2 2 2
＋2（　  　　）－ sin

＋ ＋ －2sin2 2 2＝0

（ ）  

（A17）

の 2次方程式となり，以下の 2つの解が得られる。

＝

±－ －
－

－ －＋ ))((sin 2 2 sin2 2 2 2 sin2 2 2

2 2

（A18）

この 2つの解は，本研究で注目している近慣性波の場合，
Fig. 10（波数空間における周波数分布）に示した周波数 σ
＝1.01fsの波数ベクトル（太緑線）の傾きに相当し，必ず
2本ある。その 2本の傾きは水平伝播方向 θと成層強度
Nによって変化し，一方が下方へエネルギー伝播する入
射波，他方が上方へエネルギー伝播する反射波を意味す
る。
次に，水平流速楕円を描くためには，本文中（10）

（11）式で定義した振幅比 Uaと位相差αの値を任意の水
平伝播方向 θと任意の成層強度 Nのパラメータとして求
めなければならない。そこで，本文中の（8b）～（8e）式
に南北波数 l＝KH sinθ，東西波数 k＝KH cosθを代入す
ると

　 ＝ － －sin2 sin × 2×（ ）  （A19a） 

＝cos × 2×  （A19b）

＝ cos + sin cos × 2×（ ）   （A19c） 

＝ sin × 2×  （A19d）

となる。これらを本文中の Uaの（10）式と αの（11）式
に代入すると，共通項である定数 Cと KH2が消去され，
未知パラメータはm/KHだけとなる。すなわち，fs, fc, θ, 
Nの値を（A18）式に代入して 2つのm/KHを求め，Fig. 
10を用いて，どちらが入射波か反射波かを判断する。次
に，m/KHの関数となった（10）（11）式から 2種類の Ua

と αが求められ，一方が入射波，他方が反射波となる水
平流速楕円（Figs. 11aと 11b）を描くことができる。

付録 E　 近慣性周期の GsWが扁平した反時計回りの水
平流速楕円を示す理由

Fig. A2の地球座標系に描いた北緯 φ＝42° の周波数
分布図は，Fig. 10（a）の θ＝90°（南方伝播）で N＝0の
GsWと全く同じであるが，42° 傾いている点だけが異な
る。同図には北緯 φ＝90°（北極）と緯度 φ＝0°（赤道）に
おいて，同じく南方伝播する GsWの周波数分布図を，
本文中の分散関係式（3）から計算して地球座標系に描い
た。注意として，異なる緯度にも描いた波数ベクトル
（太緑線）は，北緯 φ＝42° の近慣性周波数（1.01fs）であ
り，赤色表示の Super-inertial領域も，青色表示の
Sub-inertial領域も北緯 φ＝42° を基準としている。これ
ら 3つは緯度が変化しても，地球座標系でみると全く同
じ図であることがわかる。すなわち，周波数範囲は同じ
σ＝0～2Ω，σ＝2Ωの波数ベクトル（波 C）は常に北向
きの回転軸（自転軸）方向である。緯度 φにより異なる
のは，観察者の座標系（この図では KH－m座標）のみで
ある。

Fig. A2右側の枠線内の模式図は，異なる方向に波数
ベクトル K→＝（KH, m）で伝播する GsWの流速楕円を観
察者が上方から眺めた様子を描いている。このとき，観
測者は係留流速観測のように，水平流速（u, v）しか測定
できないとする。付録 Cの（A16）式より，流速ベクト
ル U→＝（u, v, w）は波数ベクトル K→に直交していること
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が確認された。近慣性周期の GsWの流速場は回転して
いるので，ここでは，その回転方向を円形の「鍋蓋」で
表現する。そして，鍋蓋の取手のある側が表であり，表
側から眺めれば，時計回りに回転，鍋蓋を裏側から眺め
れば，反時計回りの回転となる。この鍋蓋表示の流速場
U→を波数ベクトル K→上に描くと，両者は直交するので，
取手は必ず波数ベクトル上にあり，その取手のある表側
をカタカナの「ト」字で表示した。例えば，模式図の左
側の場合，観察者には取手がみえるので鍋蓋の表側が観
察されており，水平流速楕円は扁平するが時計回り（青
色表示）となる。これとは上下逆方向に伝播する右側の
場合，鍋蓋の裏側が観測されるので反時計回り（赤色表
示）の水平流速楕円となる。中央は水平伝播する場合で
あり，鍋蓋を真横から観察することになり，流速場は直
線運動（緑色表示）となる。

GsWでは，同じ流速場 U→であるにもかかわらず，観
察者のみる角度が緯度で異なるために，水平流速楕円の
形や回転方向が異なってみえる。その一例として，北緯

φ＝42° の近慣性周波数（1.01fs）の入射波Aと反射波 B，
そして北緯 φ＝90° の慣性周波数（2Ω）の波 Cの 3つの
GsWが緯度（φ＝90°, 67°, 42°, 22°, 0°）の違いによって，
どのように異なる水平流速楕円（真の流速楕円の水平面
射影）として観察されるのかを Fig. A3に示した。左側
は観測者の座標系からみた周波数分布図であるが，地球
座標系からみると全て同じである。これらの図の 3つの
波数ベクトル上には鍋蓋表示の流速場を描いているが，
取手は全て北向きの回転軸方向にある。はじめに，北緯
φ＝90° の北極点で慣性振動流となる波 Cの緯度変化を
みる。北緯 φ＝90° の鍋蓋の取手は真上向きとなるので，
波 Cの水平流速楕円は円形の時計回り（慣性振動流）で
ある。低緯度になると，波 Cの波数ベクトルは次第に傾
き，斜めから円形の慣性振動流を観察することになる。
よって，水平流速楕円は楕円形の時計回りに変化し，緯
度 φ＝0° の赤道では楕円が真に縦になるので，直線運動
となる。Fig. 11（N＝0，θ＝90°）でもみたように，北緯
φ＝42° の入射波Aは大きく扁平した反時計回り，反射
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Fig. A3　Left-hand side panels demonstrate the same frequency σ distributions of the southward propagated 
GsW in Fig. A2, when the latitudes φ＝90°, 67°, 42°, 22°, and 0°. Right-hand side panels demonstrate the hori-
zontal current ellipses from “A” to “C” corresponding to each latitude φ. “A” and “B” are the near-inertial in-
cident and reflected waves at φ＝42° (σ＝1.01fs), and ʻCʼ is the inertial wave at φ＝90° (σ＝2Ω.). Blue and red 
ellipses show clockwise and anti-clockwise rotation, respectively.
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波 Bは円形に近い時計回りの水平流速楕円であった
（Fig. A3の破線枠内に再表示）。両波を北緯 φ＝90° の
北極で観察すると，鍋蓋表示から推測されるように，両
者は全く同じで，少し扁平した時計回りの水平流速楕円
である。反射波 Bからみると，低緯度になるほど，波数

ベクトルの傾きは鉛直方向に向き，それに直交した鍋蓋
表示の流速場は円形の時計回りの水平流速楕円に近づく
ことが理解される。一方，入射波Aの方は低緯度になる
ほど，波数ベクトルは水平方向になり，北緯 φ＝42° 付
近で鍋蓋表示の流速場は鉛直方向になる。そして，さら
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に低緯度になると，波Aは鍋蓋表示の裏側が観察される
ようになり，これが大きく扁平した反時計回りの水平流
速楕円となる理由である。緯度 φ＝0° の赤道における両
波は同程度に扁平した水平流速楕円であるが，波Aは反
時計回り，波 Bは時計回りとなる。

付録 F　 水平波長の長波長領域における内部慣性重力波
に対する fc成分の影響

Fig. A4は縦軸を σ/fsの無次元周波数，横軸を KH/m
の無次元波数（m＞0）として，（1）式を用いて作成した
分散曲線図であり，「慣習的な f平面」の波の代表として
（a）θ＝0° と 180° の東西伝播，「非慣習的な f平面」の
波の代表として（b）θ＝90° と－90° の南北伝播の 2ケー
スを示した。成層強度は N＝10fs（紺色線），4fs（青線），
2fs（水色線），1fs（緑線），0fs（赤線）の 5段階を選んだ。
両ケースとも左側・中央・右側の図は右側ほど水平波長
の長波長領域を拡大表示（σ/fs～1，KH/m～0）してい
るだけで，同じ図である。弱成層（N＝0～2fs）におけ
る両ケースの相違は，全波数領域において容易に認めら

れる。一方，強成層（N＝4～10fs）の相違は，長波長領
域を拡大表示することで認められるようになる。
よく知られているように，「慣習的な f平面」の波の長
波長極限（KH/m→ 0）は慣性振動流（σ/fs→ 1）となり
（上段図の〇印），水平方向の群速度 Cgは成層強度 Nに
よらず，常に Cg＝0である。それと比較して，「非慣習
的な f平面」の波も KH/m→ 0で σ/fs→ 1になるものの
（下段図の〇印），この慣性振動流の群速度は Cg＞0なの
で北向きのエネルギー伝播を示す。なお，「非慣習的なβ
平面」の近慣性波の線形理論（Winters et al. , 2011）で
も，慣性緯度を超えて北向きへエネルギー伝播する解が
得られる。本文中の（6）式を用いて，KH/m＝0のとき
の群速度を求めると

 ＝ sin  （A20）

となる。この式は成層強度 Nの関数ではないため，成層
の強い表層の慣性振動流（水平波長の長波長極限）にお
いても成立する。さらに，「非慣習的な f平面」の波の慣
性周期変動（σ/fs＝1）にはもう一つの解がある。それは
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図中に●印で示したように，有限波長（KH/m≠ 0）をも
つので振動流ではなく，南方へエネルギー伝播（Cg<0）
する波である。この●印の波数を（1）式から求めると

 = -2
2+ 2 2

sin
sin - 2  （A21）

となり，Nが分母にあることから，この波は成層が強い
ほど長波長になることがわかる。このように，fc成分は
成層強度 Nの大きな表層の内部慣性重力波にも影響を与
え，完全な慣性周期変動であっても（必ずしも近慣性周
期変動でなくても，という意味），南方へエネルギー伝播
する波動解が存在する。
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Reflection of near-inertial Gyroscopic Wave on the sea bottom 
in the abyssal Japan Sea

Yurika Echigo 1＊, Umihiko Itoh 2 and Yutaka Isoda 1

Abstract
In weak stratification, the horizontal component of the Earthʼs rotation vector Ω cosφ (φ and Ω rep-
resent the latitude and angular velocity, respectively) plays a crucial role in the behavior of near-in-
ertial waves. In the limit for N＝ 0, such as the Bottom Water in the abyssal Japan Sea, the momen-
tum equations yield a solution for a pure inertio wave (also called Gyroscopic Wave: GsW). 
However, there is little observational evidence to support the existence of GsW. In this study, we 
theoretically show an asymmetric ray path from the GsW dispersion relation along with a weak 
stratification. Additionally, it is demonstrated that when southward propagating near-inertial GsW 
reflects on the sea bottom, it enables an irreversible transformation of a vertical low-wavenumber 
to a vertical high-wavenumber. Interestingly, the rotation of the horizontal current ellipse (horizon-
tal projection of true current ellipse) for the incident wave changes transiently from clockwise to 
anti-clockwise although the reflected wave rotates truly clockwise. Based on this knowledge and 
the reproduction experiment for GsW using a numerical model, the evidence suggesting a reflection 
of GsW could be found in the current data of the mooring system installed near the sea bottom. 

　  Key words:   Bottom Water in the Japan Sea, near-inertial wave, Gyroscopic Wave (GsW),  
current data of mooring system, numerical model experiment
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